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静岡県後期高齢者医療広域連合長　小嶋善吉

後期高齢者医療制度に関する要望書への回答
1 年金からの保険料天引きを中止していただきたい。
【回答】
　保険料の徴収は、法令に基づき特別徴収でお支払いいただくのが、原則となっております。

　今回、高齢者の医療の確保に関する法律施行令が改正され、滞納のない方、あるいは連帯納付義務者のいる方につきましては、口座振替による納付に切り替えることが可能となったところです。

2 予防重視の立場から健康診査内容の充実を図り、かかりつけ医制度など医療サービス
　に制限が加わらないよう善処していただきたい。
【回答】

　健康診査の目的が生活習慣病の早期発見や重症化予防であり、当広域連合では国が示す特
定健診の健診項目のうち必須項目を実施します。

　かかりつけ医制度については、糖尿病等の慢性疾患をお持ちの方が、ご自身で選んでいた
だいた主治医から、継続的に心身の特性にあった外来診療を受けるもので、患者が医療を受
けるための一つの選択肢であります。強制ではないため、従来どおりの出来高による診療を
受けることもでき、医療が制限されることはなく、必要な医療はこれまでと同様に受けられ
ます。

③　保険料滞納による資格証明書の発行は中止していただきたい。

【回答】

　資格証明書の発行については、法令の定めに従い、特別の事情もなく1年以上滞納が続く
被保険者に摘用されるものでありますが、このたびの厚労省通知等において、「相当な収入
があるにもかかわらず保険料を納めない悪質な者に限って適用する。それ以外の方々に対し
ては、従前通りの運用とし、その方針を徹底する。」との方針が示されました。
　これを受けて改めて市町とも協議し、適切な運用が図られるよう、取扱いを定める作業を
現在進めております。

3 国民健康保険等事業に財政的影響を与えていることから、国に負担を求めるのが妥当
　だと考えますが、今後の方針についてお聞きしたい。

【回答】

　基本的に別の保険者であり、運営主体が異なることから、国民健康保険事業の財政につい
て、広域連合では関与できるものではありません。

なお、国民健康保険からは、後期高齢者医療制度へ、医療給付に係る支援金が交付されて
おりますが、これは高齢者の医療の確保に関する法律において定められたもので、広域連合でその負担割合を変更することはできません。

⑤　療養病床の削減が進められているなかで、入院患者の行き場をどう確保されるのかお聞きしたい。
【回答】

医療保険者である広域連合としては、医療現場に混乱が生じないよう十分な配慮が必要で
あると考えておりますが、療養病床の削減など医療提供体制については国の管轄であり、広域連合の権限ではありませんので、ご理解願います。
